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１．はじめに 

近年，毎年のように全国各地で豪雨災害が起こって

おり，災害時における避難勧告等の情報伝達手段が早

急の課題となっている．これまでの防災情報伝達は，

主として防災行政無線，インターネット技術を用いた

ウェブ情報公開，E メール配信およびケーブルテレビ
による現況の映像放送といったシステムにより進めら

れてきた．しかし，システムが大規模・高度なものと

なるため，末端まで普及が難しい点や導入費用が高額

となる点，子供や高齢者あるいは IT 技術に不慣れな
住民にとって使いにくい点等の問題が指摘されてきた． 
高知県では，毎年のように台風や局所的な集中豪雨

によって過大な被害を受けていることから総合防災情

報システムにより雨量，河川水位，ダム放流情報をホ

ームページ上で公開している．しかし，防災無線の整

備されていない自治体や，高齢者が多い山間地域にお

いては，携帯電話が使用できない地区も多くあること

からインターネットや携帯電話を介さずに防災情報を

伝達するシステムの確保が重要となる． 
これらの背景から，本研究では災害時に高齢者をは

じめとする IT 技術に不慣れな住民への確実な情報伝
達手段として，家庭用のFMラジオに情報を配信する
システムを開発し，四万十市川登地区においてその効

果的な運用方法の検討を行った． 
 

２．FMラジオ情報伝達システムの開発 

 災害時に最も活用され誰にでも利用可能な家庭用ラ

ジオで受信することを開発のコンセプトとした。図-1

に本システムの概念図を示す．国土交通省や気象庁・

各自治体のHP上で公開されている雨量や河川水位な
どの情報を自動でダウンロードし，必要なデータ処理

を行った後，それらの文字情報を音声読み上げソフト

を用いて音声に変換する．さらに，パソコンに接続し

た FMトランスミッターとアンテナを接続することに
より，受信可能範囲にいる住民が FMラジオを持って
いれば情報を入手することができる．このシステムに

用いたミニ FM（微弱電波）は，電波法において「無
線設備から 3ｍの距離において，電界強度が 500μV/m
以下」と規定されており，受信可能範囲は半径 100m
以内であるものの，免許申請が不要，常時放送を必要

としない点，初期設備投資が非常に安価である点等か

ら，コミュニティ FMに比べ運用しやすい利点がある．

システム試作器の製作には，市販のダウンロードソフ

ト，音声変換ソフトおよび FMトランスミッター，送
信アンテナを用い，ダウンロードしたデータファイル

を処理するソフトは独自に開発したソフトを利用した．  

 
図-1 ミニ FMを利用した防災情報配信システム 

 

３．四万十市川登地区における運用実験 

本システムの有用性を確認するために，2006 年 6 月～

10 末までの期間，前年の台風14号により多くの浸水被害

を受けた四万十市川登地区において試作システムによる

運用実験を行った．配信する情報は高知県総合防災情

報システムHP上で10分毎に更新される四万十川の水
位情報とした．設置箇所は，四万十市役所の協力により，

インターネットの利用が可能で，かつ災害時に避難場所

となった大川筋中学校とした．中学校内の送信施設から，

高感度ラジオと外部受信アンテナを併用して受信可能

範囲を確認した結果，国道 441号沿いにおいて見通し
が良ければ約 90mの範囲で受信内容が確認できた． 

 
図-2 四万十市川登地区における近年の浸水位と 

四万十川川登水位との関係1) 

 

その結果に基づいて，前年に浸水被害を受けた民家，

中学校職員室，郵便局にラジオを設置し，受信範囲内の

住民にリスナーをお願いした．その際，四万十川川登地

点水位(m)と川登地区の浸水状況(m)との関連を示す図-2
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を配布し，警戒水位の 10.4m を越えると川登大橋下の国

道三差路が浸水する旨を伝えた．これによって，モニター

リスナーは，リアルタイムで河川水位を知り，警戒水位ま

での高さと最近 10 分，30 分，1 時間の水位変化量から道

路が冠水までの時間を推算し，事前に車や荷物の避難

準備ができるようになった．運用期間中，四万十川川登

地点では，8月19日夜に警戒水位に近づいた．その際に

も地元住民から「雨が降っていてもラジオで常に水位情

報が流れているので安心できる」，中学校教員からは「降

雨時に生徒を早く帰宅させる必要があるか否かについて

の判断材料になる」等，本システムに対してモニターから

好評を得た．また，ラジオが聞こえない範囲の住民から中

学校に河川水位の状況の問い合わせがある等，地域の

防災情報の拠点として機能していることがわかった． 

運用実験時の課題として，①サーバ PC に不具合
が生じた場合に対応できる人間がいないことによ

るメンテナンス，②ミニ FMの特性上から配信でき
る範囲が 100ｍ未満であることによる受信範囲の問
題，③被災時の停電時の電力源の確保，④緊急時の

情報の割り込み放送や情報の追加を行えない．こと

が挙げられた． 
最新版（2007年 4月 8日現在）の情報配信システ
ムの概念図を図-3に示す。実験時の課題①はメイン

サーバーPCを高知高専岡田研究内に設置すること．
課題②はミニ FMと特定小電力無線を組み合わせる
こと．課題③は放送局装置の中に充電池を組み込む

ことで数 10 時間放送できるようなったこと．以上
の①から③のシステムの変更によって改善された．

特に中継機能の改善により，川登地区および対岸の

手洗川地区のほぼ全域を受信可能とした。 

 
図-3 改善された情報配信システムの概念図 

 

４．本システムの効果的な運用法の検討 

 今年度は試作システムによる運用実験の結果か

ら，本システムが住民の避難行動への判断材料とし

て機能していることがわかった。来年度の雨期(6月
から 10月)に改善された新システムが効果的に利用
されるためにその運用方法を検討する． 
 地元住民に対してシステムの理解を得るために，

防災ワークショップを行うことが予定している．ワ

ークショップでは，本システムの説明とともに，図

-4および図-5に示すこの地区の浸水想定マップを

GIS等のソフトを用いて作成し，視覚的に理解しや
すい説明を行い放送水位との関連を説明して，避難

時の判断材料として認識してもらう． 
 ワークショップの際には，浸水想定マップを効果

的に認識してもらうために浸水想定マップ・四万十

川水位と浸水位の関連図・ラジオの放送チャンネ

ル・カレンダーをひとつの紙に印刷したものを配布

する． 
  

 
図-4 地盤高測量によって作製した浸水マップ 

（川登地区 T.P.23.0ｍの場合）1) 
 

 
図-5 地盤高測量によって作製した浸水マップ 

（手洗川地区 T.P.20.0ｍの場合） 
 

５．まとめ 

本研究において提案する情報配信システムは，ラジ

オを最終アウトプットとする点で高齢者や IT 技術の
不慣れな住民にも情報が容易に入手できることから，

インターネットや携帯電話に加えて新たな情報提供ツ

ールとして多目的に活用できる可能性がある． 
今回の実験は川登地区の浸水被害の軽減を対象とし

た運用実験であったため，対象とした配信情報は河川

水位であったが，例えば，地震時の津波に対する情報

配信にも応用させることができ，対象となる地域特性

や災害特性を考慮した効果的な情報配信システムとし

て利用可能である． 
本年度は本研究室，地元住民および自治体が連携し

た防災ワークショップを行い，地域住民への本システ

ムの利用方法の説明および対象地域全域をカバーする

改良版システムの運用実験を行い，有効性を検証する．

また，洪水等の災害時だけではなく平常時においても

有効に活用されるための効果的な運用方法についても

検討する予定である． 
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